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はじめに 
 

調査の背景 

近年の我が国において、経済のグローバル化、情報技術の革新、消費者ニーズの多様

化等が進んでいる。このような状況の中で地域産業が他地域の産業あるいは、大企業に

打ち勝つための競争力を獲得するには、地域内の産業間の結び付きを強め、地域の独自

性を発揮した内発的産業育成を図ることが重要である。 

 

岐阜地域における産業集積は、古くは繊維産業を主体とした地域であったが、産業構

造変化に対応し、アパレル産業へと発展的に転換し、各種衣服・繊維製品の企画、デザ

イン、縫製から、卸売販売に至る総合的なファッション産業を形づくっている。しかし

ながら、近年は国際的なコスト競争が激化し、織物や縫製などを中心に、アジアを中心

とする海外に生産拠点が移っており、産業の空洞化が進んでいる。また、東京や大阪な

ど、他産地がブランド化によって生き残りと成長を図っているのに対し、当地域の繊維

関連産業はブランド化に遅れをとり、このままでは衰退の一途をたどる恐れが少なくな

い。 

当地域の繊維産業のこうした状況を考えるとき、問題点として、以下のような点があ

げられる。 

●生産技術志向で、市場志向の意識が薄い。 

●大手繊維メーカー、商社、問屋等の下請的存在となっている。 

●個性化・差別化に遅れ、コスト競争に巻き込まれている。  

●企画・デザイン力・販売力が不足している。  

●ブランド力の不足、市場からの独自の評価が得られていない。 

●縫製を中心に中国等への生産拠点流出が続いている。 

 また、こうした状況を打破する上で、 

●業界内で足を引っ張り合い、企業マインドに欠ける面がある。 

●生産技術優位の発想が強く、マーケティング・販売戦略思考が欠如している。  

●川上から川下までを統合して、産業集積地としての優位性を最大限活かすことが考

えられるが、オーガナイザーがいない。 

などが、課題である。 
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調査の目的 

本業務の目的は、岐阜地域に集積する繊維産業の低迷状況を打破し、新たなファッシ

ョン産業への変貌を遂げるきっかけを見出すため、意欲的な企業や有識者を中心として、

ブランド化戦略に取り組むことにより、企業マインドや戦略思考の強化を図るとともに、

こうしたコラボレーションを通じてイノベーションにつなげていくことにある。そのた

めに、以下の点を試みる。 

① 意欲的企業等によるブランド化のための方向性の検討（仮説的ビジネスモデ

ル・戦略シナリオ素案の検討）  

② 展示・内覧会、ファッションショーなどイベントの開催、ブランド戦略の実行  

③ ブランド戦略実行後のブランド評価 

 ただし、上記のうち②③については、①の成果を判断した上で、改めて検討するもの

とし、今回は、①を行った。 

 

 

繊維産業の地域ブランド化促進に向けての基本的考え方 

 

地域ブランドは、それぞれの地域イメージ（景観、自然、歴史、風土、文化、素材な

ど）と関連させながら、新製品、新サービスの開発や既存商品の高付加価値化に地域全

体で取り組むことにより、一種の差別化された価値を生み出し、その価値が広く認知さ

れ求められることで形成される。 一方、消費の対象となるのはあくまで地域の個別ブ

ランドであることから、地域ブランドと個別ブランドは中核的なブランド価値を共有し

ていることが必要であり、つくり手側や自治体、支援機関などは、「地域ブランド」の

確立に関し協力体制を構築し、明確な戦略を持って協同していくことが重要である。 こ

のような地域ブランド形成の取り組みを地域内で活発化させることが、地域産業の再構

築を促し、雇用の確保にも結び付くものであり、地域活性化の大きな原動力と期待され

る。 
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調査研究の進め方 

 

本業務では、意欲的企業等によるブランド化のための方向性の検討（仮説的ビジネス

モデル・戦略シナリオ素案の検討）までを目標として作業を進めた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査研究の進め方 

（４）意欲的企業・人材の探索、

意向把握、参加メンバーの選定 

イベント（展示・内覧会、ファッションショーなど）の開催、ブランド戦略

の実行、ブランドの評価 

（６）仮説的ビジネスモデル・戦略シナリオ素案の検討・立案（ワーク

ショップ等） 

コラボレーションによる試行的ブランド開発 

試行的ブランド市場戦略シナリオの構築 

（２）アドバイザー企業の探索 （１）コーディネーターの選定・

（３）ブランドコンセプト・戦略

イメージの検討 

（５）勉強会の開催 

先進事例・成功事例  

ブランド開発等有識者（ﾄﾚﾝﾄﾞｾｯﾀｰ、流通、ﾏｰｹｯﾀｰ等） 
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（１）コーディネーターの選定・依頼  

参加メンバー全体をコーディネートするコーディネーターを探索・選定した。  

     コーディネーター 

      岐阜市立女子短期大学 生活デザイン学科 助教授 伊藤陽子 

（２）アドバイザー企業の探索 

東海地域を中心として、ファッションブランド開発のアドバイザーとして適切な企業

（あるいは個人）を探索し、意向を打診した。アドバイザー企業としては、新ブランド

に対応する顧客との接点を有する媒体や流通業を考えた。 

（３）ブランドコンセプト・戦略イメージの検討  

コーディネーターおよびオーガナイザー企業の意向をもとに、ブランドコンセプト・

ブランド戦略のイメージを検討し、参加企業に対する提案資料を作成した。また、その

内容に照らして参加企業の候補を選定した。 

（４）意欲ある企業、人材の探索、意向把握、参加メンバーの選定 

岐阜地域の繊維・ファッション産業界を対象として、ヒヤリング調査を行い、ブラン

ド化への意欲を有する企業や企業人を抽出すると共に、意識・意向を把握した。  

意欲的企業等の意向調査 ： 上記で抽出された企業・企業人を対象として、ブラン

ド化の提案を行って意向を把握し、その結果に基づいて、参加メンバーを選定した。 

（５）勉強会の開催 

意欲的企業・企業人を構成メンバーとしてブランド化のための勉強会を開催し、知

識・意識の平準化と、目標の共有化を図った。勉強会は、以下のようなプログラムで、

３回開催した。各回ごとに情報収集・調査を行って、勉強会用資料を作成した。  

１． ブランド化事例（成功事例、他地域、海外など） 

２． ブランド開発等有識者による講座１（ブランド企画・開発、販売、マーケティ

ング等の実際） 

３． ブランド開発等有識者による講座２（今回のブランド開発の考え方と進め方） 

 

（６）仮説的ビジネスモデル・戦略シナリオ素案の検討  

３回のワークショップを開催し、以下のような事項について検討し、ブランドの現状

と将来環境、現状における競合ポジショニング、顧客のブランド価値構造などを踏まえ

た上で、開発しようとするブランドの戦略顧客を特定し、ブランドの提供価値・ブラン



 5

ドエッセンスとパーソナリティを規定し、ブランドシンボルの設計を行った。また、ブ

ランド市場戦略シナリオについても検討した。 
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第１章 繊維産業の現況 

 

１－１ 岐阜地域繊維産業の現状 

 

岐阜地域におけるアパレル産業事業所数（工業統計：衣服その他の繊維製品製造業）は、

1997年と 2003年を比較すると、衣服その他の繊維製品では事業所数で 59％、従業者数で

56％、製造品出荷額では 42％と大きく減少している。 

このように、統計から見ただけでもアパレルを中心とする衣服その他の繊維製品の衰退

が著しいことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 13年の事業所統計によれば、岐阜市内の繊維関連企業（製造業・卸売業）のうち従

業員 50人以上の事業所は製造業で 0.7％、卸売業で 1.4％に過ぎず、小規模零細の事業所が

大部分を占めることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数
繊維工業 131 1,270 4 320 1 216
衣服・その他の繊維製品製造業 1,286 6,629 3 224 2 421
合計 1,417 7,899 7 544 3 637
構成比 100.0% 100.0% 0.5% 6.9% 0.2% 8.1%
繊維・衣服等卸売業 1,145 8,186 9 628 7 935
構成比 100.0% 100.0% 0.8% 7.7% 0.6% 11.4%

平成13年事業所統計

総数 50　～　99　人 100　人　以　上

岐阜市繊維関連業種の変化

繊維工業
品

衣服・そ
の他の繊
維製品

繊維工業
品

衣服・そ
の他の繊
維製品

繊維工業
品

衣服・そ
の他の繊
維製品

1997 150 1,531 1,449 7,590 2,359,347 7,640,082
1998 152 1,520 1,425 7,149 2,013,938 6,596,619
1999 133 1,396 1,265 6,581 1,837,180 5,947,072
2000 119 1,279 1,159 5,864 1,796,458 5,195,778
2001 113 1,170 1,081 5,367 1,649,682 4,623,137
2002 103 1,026 859 4,732 1,161,465 3,560,819
2003 95 910 792 4,270 1,148,724 3,258,846

単位：人万円
工業統計

事業所数 従業者数 製造品出荷額等
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 製造業（工業統計）に限ってみると、事業所規模 30 人以上の事業所は全事業所に 1.1％

であるが、製造品出荷額は 41.8％を占め、寡占化が進んでいることがわかる。 

 

 

 

 

 次に、卸売業の年間販売額を見ると繊維・衣服関連で 3900億円の販売額があるが、事業

所統計の結果で見るとこの多くの部分が比較的規模の大きい事業所が占めていることが考

えられる。 

 

 

 

 

  

この結果を見る限りでは、岐阜の繊維関連企業は一部の大規模事業所による寡占化が進

んでいると言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所数 従業者数
製造品出荷
額等（万円）

事業所数 従業者数
製造品出荷
額等（万円）

繊維工業品（12を除く） 95 792 1,148,724 5 351 793,060
衣服・その他の繊維製品 910 4,270 3,258,846 6 425 1,057,015
合計 1,005 5,062 4,407,570 11 776 1,850,075
構成比 100.0% 100.0% 100.0% 1.1% 15.3% 42.0%

平成15年度工業統計

総数 ３０人以上

事業所数 従業者数
年間商品販
売額（万円）

繊維品卸売業（衣服，身の回り品を除く 103 831 5,210,066
衣服・身の回り品卸売業 1,020 6,997 33,945,077
合計 1,123 7,828 39,155,143
１事業所当たり年間販売額 34,867

平成14年商業統計
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１－２ 岐阜地域における繊維産業の歴史と動向 

 

 戦争で焼け野原となった国鉄岐阜駅前に、北満州（今の中国北東部）からの引き揚げ者

たちが中心となって、バラック小屋をつくり、古着や軍服などの衣服を集めて売り始め、

ハルピン街と呼ばれ、岐阜問屋街の始まりとなった。 

 

 昭和 23年頃からは古着ばかりでなく、布を一宮や羽島から仕入れ新しい服を作って売る

という岐阜の既製服産業（アパレル産業ともいう）が始まった。 

 

 昭和 24年頃から岐阜の既製服は日本中に知られるようになり、現在の JR岐阜駅のまわ

りには市場や共同販売所ができて、一条通りをはじめ西問屋町、中央通りなど問屋町の建

設が進められた。 

 

昭和 26年には、岐阜繊維問屋町連合会（現在の（社）岐阜ファッション産業連合会）が

でき、岐阜産地と呼ばれるにふさわしい商品・店作りが行われ、売上高も大変増え、岐阜

既製服産業はますます発展していった。（昭和 20年～28年頃までは、衣服が足りず、作れ

ば売れた時代であった） 

 

昭和 30年頃から経済成長が始まり、商品がたくさん出まわるようになると、これまでの

ように「作れば売れる」というわけにはいかなくなり、だんだんデザイン･素材の良い商品

の価値が高まっていく中で、商品としては、紳士服（ジャンパーなど）中心から、婦人服･

子供服･スポーツウェアなど種類が多くなった。 

 

日本が経済成長する中で、岐阜アパレル産地ではまわりの毛織物産地から仕入れた織物

や、合成繊維を使った新しい商品作りが進んで行われ、ますます発展し、衣服は既製服中

心の大量生産時代になっていった。 

 

日本経済が高い成長を続ける中で、既製服も大量生産･大量販売が行われるようになり、

岐阜アパレル産地の売り先も地方都市から日本の中心都市へと進出が始まった。 
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石油ショックの影響で経済の成長は低くなり、ものが増えて生活は豊かになり、人々は

自分にあった質の良い商品を求める時代になった。こうした中で、岐阜問屋街でも製品を

早く作る為の工夫をしたり、それぞれの店ごとに特長のある商品作りに努めるなど、岐阜

の製品の向上に努力したのである。その結果、岐阜の繊維産業は、景気が悪い時でもあま

り影響を受けずに成長することができ、岐阜市の産業の中心となったのである。 

  

しかしながら、近年は国際的なコスト競争が激化し、織物や縫製などを中心に、アジアを

中心とする海外に生産拠点が移っており、産業の空洞化が進んでいる。また、東京や大阪

など、他産地がブランド化によって生き残りと成長を図っているのに対し、当地域の繊維

関連産業はブランド化に遅れをとり、このままでは衰退の一途をたどる恐れが少なくない。 

（参考：（社）岐阜ファッション産業連合会ＨＰおよびヒヤリング） 
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１－３ 尾州産地における繊維産業の動向 

東海地域において、岐阜地域と並んで古くからの繊維産地である尾州地域についてその

動向をみる。 

愛知県・西部の尾張地域は、古くより繊維産業 で栄えてきたが、明治時代の濃尾大地震

で大打撃を受け、それ以降、綿に替わってウールを全国に先がけて採り上げ、その後のた

ゆまぬ努力で毛織物の「尾州」として全国に知れわたり、その生産は全国一の規模となっ

ている。現在では毛織物を中心とするテキスタイルをはじめ、紡績、撚糸、染色、整理か

ら縫製まで一貫生産する総合繊維産業都市として全国に知られている。毛織物製造出荷額

は、全国の２０％弱のシェアを占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人，％ 

一宮商工会議所が中心となって、中小企業庁が平成 16 年度に創設した「JAPAN ブラン

ド育成支援事業」に地元プロジェクト案である「JB(ジョイント・尾州 )ブランド構築事業」

が採択された。 

 この「JAPANブランド育成支援事業」は、地域にある特性等を活かした製品等の魅力・

価値をさらに高め、「JAPAN ブランド」として海外の市場に売り込んでいこうとする地域

のプロジェクトを国として支援するものである。 

ジョイント尾州では、ウール、シルクなどの天然素材に加え、竹繊維、和紙など環境に

も配慮した素材を活用した、新たな最高級のファッション素材を開発。欧州の一流アパレ

ル企業をターゲットに、日本文化が感じられるブランドの確立を図っている。 

さらに、一宮地場産業ファッションデザインセンターを拠点に、人材育成、トレンド情

報の提供、新商品の開発などを図るとともに JB(ジョイント・尾州 )東京展の開催など、繊

維産業の将来を見据えた積極的な事業展開を行っている。 

Ｈ１３年　愛知・岐阜の繊維産業　（事業所統計調査）

事業所 従業者 事業所 従業者
全産業 122,425 976,219 360,358 3,689,316
繊維関係計 6,288 43,058 11,991 86,070
繊維工業 1,408 14,012 5,770 37,014
衣服製造業 3,468 18,396 3,633 22,553
繊維衣服卸 1,412 10,650 2,588 26,503
繊維関係計 5.14 4.41 3.33 2.33
繊維工業 1.15 1.44 1.60 1.00
衣服製造業 2.83 1.88 1.01 0.61
繊維衣服卸 1.15 1.09 0.72 0.72

実　数

全産業
に占め
る割合

岐阜県 愛知県
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（参考：一宮地場産業ファッションデザインセンターＨＰおよびヒヤリング） 

ジョイント尾州事業概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一宮地場産業ファッションデザインセンターＨＰ 

 

 

 

 

 

JAPANブランド育成支援事業

ジャパン・クオリティを体現する地域のテキスタイルを、産地ブランド「ＪＢ」の下に結集。
デザイン、技術、マーケティング、海外展開を支援、ファッションの先進都市パリで公開。

ＪＢ
ジョイント・尾州

一宮商工会議所を中心とする
ＪＢ(ｼﾞｮｲﾝﾄ･尾州)実行委員会の業務

●産地ブランド「ＪＢ」の構築
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ・ﾌﾟﾛﾎﾟｼﾞｼｮﾝ、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ・ｺﾝｾﾌﾟﾄ、ﾋﾞ
ｼﾞｭｱﾙ実施計画の策定

●ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｸｵﾘﾃｨを体現する織物
の作成
ﾌｧｯｼｮﾝの流れと日本の技を融合。環
境素材を駆使し、日本を表現。

●ﾊﾟﾘで単独の織物展示会を開催
世界のﾌｧｯｼｮﾝの中心、ﾊﾟﾘで、
「ＪＢ」とｼﾞｬﾊﾟﾝ・ｸｵﾘﾃｨの認知を図る。

地域に蓄積されている
資源・技術

◎世界の屈指のﾄﾚﾝﾄﾞ･ｾｯﾀｰ
ﾈﾘ--･ﾛｰﾃﾞｨｰ氏による監修
◎ﾃｷｽﾀｲﾙ･ﾃﾞｻﾞｲﾅｰ井上佐知子氏
によるデザイン指導
◎名古屋工業大学助教授
加藤雄一郎氏によるブランド指導

世界認知の
産地ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ

ジョイント・尾州

「 ＪＢ 」
の確立

●紡績、撚糸、織物、編物、染
色、整理加工の工程別ﾌﾟﾛﾌｪｯ
ｼｮﾅﾙ企業の技術集積
●毛織物を中心に、流行の先
端素材の開発に専念してきた
蓄積によるﾌｧｯｼｮﾝ開発力
●多品種少量生産の生産技術
●国内の厳しい品質基準をクリ
アする企画力・技術力

●海外での産地紹介及び取引
の実績

JAPANﾌﾞﾗﾝﾄﾞ育成支援事業



 12

第２章 地域ブランド化への方法 

 

２－１ ファッション産業の仕組み 

 繊維・ファッション産業の幅は広いが、その産業構造の概要は、次図のとおりである。  

岐阜地域には、川中・川下部門の大部分の多様な分野に渡る産業集積がある。限られた狭

い地域内にこのような産業集積があることは、ビジネスチャンスの資源として貴重である。

流通業を含めたこれらをビジネスモデルの基本的条件として、地域ブランド化を考える。 

川上部門（ファイバー産業）では、化学繊維と、天然繊維を原材料に短繊維・長繊維の

紡績加工糸を製造する。 

川中部門（テキスタイル産業）では、織布製造および染色加工を行う。 

川下部門（アパレル産業）では婦人服、子供服、紳士服など最終製品である衣料品、繊

維製品製造を行う。 
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繊維ファッション産業構造  岐阜市立女子短期大学 伊藤陽子氏による 

 

 

 

フィラメント 

（長繊維） 

ステープル 

（短繊維） 

（不織布） 

 

織布、編物、レース、その他 

 

染色､漂白､樹脂加工（防水加工･難燃加工･その他加工）､その他 

（ふとんわた、 

詰め物） 

婦人・子供服、紳士服、シャツ・ブラウス、  
セーター、下着・肌着、靴下、布団・毛布、  
カーテン・敷物、ロープ・漁網、その他  

製品（衣料用・インテリア用・産業用）  

パルプ、コットンリン

ター、石油、天然ガス 

レーヨン、アセテー

ト、合成繊維 

天然繊維 

（綿・毛・絹・麻）  

加工糸、紡績糸（純糸・混紡糸・他） 、その他糸 

化
学
繊
維
製
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・
加
工
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・
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造
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流通業 



 14

 日本の繊維産業は、大別すると、原糸・原綿の原料生産部門（川上）、紡績、織・編、染

色整理・加工等の中間製品の生産部門（川中）、そして縫製等の最終製品生産部門（川下）

から構成され、さらに流通業者が参画する多面的な構造をもっている。製造出荷額をみる

と 全製造業では 276兆 2,302億円、繊維産業では 5兆 5,888億円となり 2.0％を占め、従

業者数においても全製造業 866 万人に対し、繊維産業は 51.4 万人となり、5.9％を占める

産業である。（出所）経済産業省編「平成 15年工業統計表」 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
日本化学繊維協会 HP 



 15

２－２ ブランディング 

 

 ブランド、ブランド価値については「ブランド価値評価研究会報告書（平成１４年６月

２４日）経済産業政策局産業組織課」において、以下のように定義されている。 

 

２－２－１ ブランド概念 

 「ブランド（brand）」とは、「焼き印を付けること」を意味する“brand”という古期フ

リジア語、“brant”という古高地ドイツ語、“brandr”という古期スカンジナビア語等から

派生した用語であり、家畜の所有者が自己の家畜と他人の家畜を識別するための印が語源

であるといわれている。現在では、文化、経済等の進展に伴い、自己の商品、製品、サー

ビスなど（以下、「製品等」という）を他者と識別するためのネーム、ロゴ、マーク、シン

ボル、パッケージ・デザインなどのブランド標章が広く重視され、企業は自社製品等の品

質の高さ、デザイン、機能の革新性等を普遍的に表現するために、これらのブランド標章

を統一的に用いて事業活動を行っている。 

 ブランドの特徴が、他社または競合品との「識別化」および「差別化」にあるところか

ら、ブランド価値評価研究会は、ブランドを「企業が自社の製品等を競争相手の製品等と

識別化または差別化するためのネーム、ロゴ、マーク、シンボル、パッケージ・デザイン

などの標章」と定義することとした。 

 ブランドは、法的側面からみると商標法、意匠法、商法、不正競争防止法等の法的権利

として保護される対象になり得るが、価値を生むブランドのすべてが必ずしも法的権利と

して確立されているとは限らないために、商標法、意匠法、商法、不正競争防止法等の対

象になり得る識別標章であるといえる。 

 

２－２－２ ブランド価値概念 

 企業がブランドを通じて製品等に対する顧客の愛顧、信頼を獲得し、継続した顧客関係

を維持できるようになると、顧客はもはや製品等の物理的または機能的側面よりも、ブラ

ンドを拠りどころにして製品等を購入する意思決定を行うようになり、その結果ブランド

による競争優位性がもたらされることになる。ブランドの競争優位性は、第１に価格の優

位性、第２に高いロイヤルティ、第３に地理的展開、類似業種および異業種展開力等のブ

ランド拡張力として具現化され、企業に現在および将来のキャッシュ・フローの増加をも
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たらす。 

 第１の価格優位性は、品質および機能がまったく同一であるとしても、ブランド製品等

のほうがノン・ブランド製品等よりも高い価格で販売できることを意味し、現在および将

来のキャッシュ・フローを増加させる要因となる。  

 第２の高いロイヤルティは、当該ブランド製品等を反復、継続して購入することを意味

し、現在および将来のキャッシュ・フローの安定的かつ確実な増加をもたらす要因となる。  

第３のブランドの拡張力は、当該ブランド製品等の市場を海外に拡張するか、または類似

業種および異業種市場へ展開することを意味し、現在および将来のキャッシュ・フローの

増加をもたらす要因となる。 

以上のように、ブランドの競争優位性およびそれらのシナジー効果によって、ブランド

からもたらされるキャッシュ・フローが増大し、ブランド価値が増大すると考えられる。  

 

引用：ブランド価値評価研究会報告書   

  平成１４年６月２４日     

経済産業政策局産業組織課    

  

ブランド価値評価研究会報告書では、上記のようにブランド価値をキャシュフローの増

大という形で示している。 

しかしながらここでは、全てをキャッシュフローに結びつけるのではなく、もう少し広

範囲な概念を用いることとする。 
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 ブランドをつくる、いわゆるブランディングとは「ブランド価値を高める戦略」である。

ブランド価値は、顧客ロイヤルティ戦略に基づく顧客視点による価値（顧客価値）と、ブ

ランドエクイティ戦略によるブランドの現在の金銭価値（資産価値）、そしてインナーブラ

ンド戦略による将来戦略の価値（内部価値）から構成される。 

 

 

ブランドの３つの価値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本調査では、ここで言う内部価値、つまり将来戦略の価値を高めることを目指す。 

どのようなブランドを作るか、あるいは既存のブランドをどのように育てるかという将来

を見据えた計画が必要である。地域の経営者や、そこで働く社員がそのブランドに対して

どのような価値を求めるのか、「内部価値」を明確にし、それを高めることがインナーブラ

ンディングである。ブランドに誇りと自信がなければブランドは砂上の楼閣のごとく足下

から崩れ落ちる。 

 

 

 

 

 

 

ブランド価値 

資産価値 

顧客価値 内部価値 

ブランドエクイティ戦略 

（現在の金銭価値） 

顧客ロイヤルティ戦略 

（顧客視点による価値） 

インナーブランド戦略 

（将来戦略の価値） 
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 ブランド、あるいはブランディングとは、従来の製品特性や機能などによらず、デザイ

ン・カラーリング・質感などの人間の五感を刺激する要素、人間的暖かみなどの感性や生

活価値観など、機能に還元しきれない魅力によって、市場をつかみ、これを中心として商

品開発・販売等の企業活動を展開しようとするものである。  

岐阜地域における繊維・ファッション産業のブランド化の遅れは、下図の①②に偏重し、

③④に対する志向が希薄であることにあると考えられる。この弱点を乗り越えるビジネス

モデルを考えていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブランド 
パーソナリテ

ブランド 
エッセンス 

①事実・特徴 

④社会・生活価値 ③情緒価値 

②機能価値 
製品やサービス、技

術などの特徴 

このブランドから

感じられる感覚や

気分 

このブランドから

得られる生活スタ

イルや自己表現 

物理的、機能的な 
効用 

このブランドの人格、かも

し出す雰囲気 

このブランドの持つ価

値と顧客に対する約束

集約 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

従来のマーケティングの力点：モノ 

ブランディングの力点：感情や価値観 
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２－３ イタリアにおけるブランド化 

 

 当地域において課題となっているブランド化に成功したものとして、イタリアの例があ

る。インパナトーレによるブランド化に成功する前の状況は、当地域の繊維産業の状況と

よく似通っており、大いに参考にできるものといえる。 

 

 イタリアにおける繊維産業の集積は、中小企業の比率が高く、工程分断的であることが

特徴である。これらの中小企業は、他社と違った商品の企画・開発、技術・ノウハウ、小

ロット対応、クイック・レスポンスといった、それぞれの個性を競い、しのぎを削ってい

る。このように競争を繰り広げる一方で、地域には個性ある企業が集まり、Piori and 

Sabel(1984)が｢柔軟な専門化｣と呼んだ伸縮性のあるネットワークを活かした集積により、

短サイクルで多品種少量生産を実現してきた。 

 地域内のネットワークを束ね、企画・販売面で重要な役割を果たすのは、インパナトー

レ(プラート市)、あるいはコンバーター(コモ市)等と呼ばれるオーガナイザー企業である。

オーガナイザーは、多くは自ら生産設備を持たないが、ファッションと流行のクリエータ

ーとして市場の動向をつかみ、新製品の企画やデザインを行う一方、地域内の企業・職人

の情報に熟知し、彼らに注文を出し生産をコーディネートする。オーガナイザーは、市場

の求めに応じて工程専業者を組み替えることがある。地域での濃密な情報の共有が、この

ような柔軟な分業を可能とする。オーガナイザーの感性や創造力と、工程専業者の個性豊

かで高い技術が組み合わさることにより、消費者ニーズの変化に応えつつ多彩な製品が供

給されるのである。 

 ｢柔軟な専門化｣はイタリアの集積の基盤であった。ただし、イタリアの集積地では、途

上国の工業化が進んだ 1980年代以降、輸入品の増加や変化の波に乗り切れない企業が淘汰

されていく中、集積内で完結していた工程連鎖が崩れ、集積外からの調達を行うといった

動きが一部で生じている。また、地域によっては、従来と比べて固定的な企業間関係が生

まれたり、一貫生産型の大規模企業が出現するといったケースもある。このようにイタリ

アの集積の強みとなってきた｢柔軟な専門化｣に変化の芽が見られるようにもなっている。 

 また、これらの集積地は、イノベーションを進めていく上で大企業との結びつきが少な

いという弱みをもっていたことから、大学の誘致や研究所の設立等の努力をしたり、世界

市場への売り込みをかける展示会の開催や人材の育成を地域を挙げて行ってきた。 
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 さらに、集積地や集積地の周辺には、高度な技術をもった繊維機械メーカーや、企画、

デザイン、開発、マーケティング、コンサルティングを行うサービス事業者が多く立地し

ており、メーカーの事業をサポートしている。集積のこうした機能も、イタリアにおける

繊維産業のイノベーションを支えている。（引用：2002通商白書） 
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第３章 岐阜地域におけるブランド化への方向性 

 

３－１ 岐阜地域におけるブランド化への課題 

 

 前述したように、当地域の繊維産業の問題点として、以下のような点があげられていた。 

●生産技術志向で、市場志向の意識が薄い。 

●大手繊維メーカー、商社、問屋等の下請的存在となっている。 

●個性化・差別化に遅れ、コスト競争に巻き込まれている。  

●企画・デザイン力・販売力が不足している。  

●ブランド力の不足、市場からの独自の評価が得られていない。 

●縫製を中心に中国等への生産拠点流出が続いている。 

 また、こうした状況を打破する上で、 

●業界内で足を引っ張り合い、企業マインドに欠ける面がある。 

●生産技術優位の発想が強く、マーケティング・販売戦略思考が欠如している。  

●川上から川下までを統合して、産業集積地としての優位性を最大限活かすことが考えら

れるが、オーガナイザーがいない。 

などが、課題であった。 

これらを産業自体の構造的側面と、資源の側面とで整理する。 

 

３－１－１ 産業構造上の問題 

岐阜地域の繊維産業、とくにアパレルにおける産業構造上の最大の問題点は、大手繊維

メーカー、商社、問屋等の下請的存在となっていることである。戦後復興の主役として登

場したアパレル産業ではあるが、大量消費に対応するために、効率的な大量生産方式を導

入した。そのために生産部門にのみ特化し、その他の部分、たとえば企画・デザイン・商

品開発などは、置き去りにされてきた。それを補ったのが大手繊維メーカー、商社、問屋

等であり、必然的に下請けやＯＥＭ的な生産にならざるを得なかった。 

このことは、かつては価格競争力で勝り、一大産地を形成させる原動力でもあった。し

かしながら国際競争時代になると、中国を初めより安い労働力を背景に生産設備が外国に

移動し、結果として岐阜のアパレルは空洞化してきたのである。 

ブランド化を図るうえで、最も重要な企画・デ ザイン・商品開発などの機能が全く欠落
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した中で、どのように対応するかが課題である。 

もう一つには、岐阜のアパレル企業が大手数社の寡占状態にあることである。大手アパ

レル企業は、豊富な資金力と人材を駆使して、自社ブランドを立ち上げている。このこと

は地域で新しいブランドを立ち上げるうえでは非常におおきな問題となる。なぜなら、自

社ブランドを持つ大手企業にとって自社のブランドが最も大切であり、新たな地域ブラン

ドを立ち上げる必然性が薄いからである。言い換えれば、自社ブランドが売れていれば、

企業として十分であり新規にブランドを立ち上げても。それほど大きなメリットはあると

は思われず、新しい地域ブランド立ち上げには消極的になるのが普通であろう。 

したがって、中小零細企業が共同で地域ブランドを立ち上げる以外には方法がないと言

える。 

 

３－１－２ 資源の問題 

 

中小零細企業が共同で地域ブランドを立ち上げる場合に最も大きな課題となるのが、資

源の問題である。岐阜アパレル産業の大多数を占める中小零細企業は、資金的にも、人材

的にも決して潤沢な資源を持っているわけではない。中小企業にとって、ブランド化に対

してコストをかけるよりも、下請け形態でＯＥＭ生産を続ける方が、リスクも少ないし

コストも少ないと判断する傾向がある。このことは、実際にブランドを立ち上げるうえ

では、非常に大きな課題となる。 
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３－２ 岐阜地域におけるブランド化 

 

岐阜地域においてブランド化を進めるに当たり、前述した課題を解決しつつ、新たなブ

ランドを立ち上げる必要がある。そのためのひとつの方法が、以下に示すインパナトーレ

である。 

岐阜地域でインパナトーレを検討していく際に参考となるのが、先進事例であるイタリ

アプラート市におけるインパナトーレの存在である。そこで、イタリアプラート市と岐阜

地域を比較しつつ、岐阜地域におけるインパナトーレの在り方を検討する。 

 

３－２－１ 岐阜地域とイタリア・プラート市の比較（インパナトーレの存在）  

 

 岐阜地域では、問屋や親企業が中核的役割を担っており、地域の中小企業は生産部門を

担っているだけである。一方、プラート市の場合はインパナトーレ（Impannatore）が生

産全体をコーディネートしている。ここでの大きな違いは岐阜地域における企業間の関係

（下請け関係、親機・賃機など）が固定的で系列化されているのに対して、プラート市で

はどのような零細企業でも自立しており、独自の連携を生み出すことができるという点で

ある。 

 岐阜地域のアパレル産業の特徴は一部の大企業を除けば、きわめて零細企業が多いとい

うことである。しかし、それが 1990年代前半をピークとして、中国への生産移行などによ

り速いスピードで崩壊しつつある。 

 岐阜地域のアパレル産業はもともと内需中心の業界であり、輸出・輸入ともに多くはな

かったものの、日本の繊維産業全体が 1970年代初頭をピークに国際競争力を低下させてい

く中で、アパレルも同様に生産の減少を余儀なくされていった。  

 戦後、日本の繊維産業は低い労働コストの差を利用して、付加価値の低い製品の量産で

勝負をしてきた。70 年代に国際競争力を失っていった時点で、高付加価値製品に特化した

先進国型産業へと転換を促すチャンスであったが、生産の合理化や海外移転などによるコ

スト競争力回復の道を選んだ。 

 プラート市も第二次世界大戦後の羊毛産業復興の当初は、古着を原料とした再生紡毛織

物の大企業による一貫生産で、規模の経済性を追求した量産毛布のような大衆品をインド

や中東に輸出していた。しかし経済成長による労働コストの上昇や途上国の輸入制限に直



 24

面して、生産体制は立ち行かなくなり、大企業は倒産して、職人や小企業が独立すること

になり、工程ごとの分業体制に移行していった。ここでは岐阜地域と同様、零細企業の多

い産地となった。 

 製品企画・販売とともに関連する工程を管理する役割を担ったのがインパナトーレ

（Impannatore）である。インパナトーレはプラート市における独特の呼称であるが、一

般にはコンバータと呼ばれる役割である。製品を企画し、サンプル作成を生産者に依頼し

て展示会や見本市で注文をとり、工程ごとの専門業者を組織化して生産を委託し、出来上

がった製品を販売するのがインパナトーレである。 

 企画段階で市場情報を把握・消化し、アイデアとデザイン能力があれば容易に参入でき

た結果、600社を超えるインパナトーレが出現した。彼らは市場が要求する多様な製品を生

産しなければならず、さらに価格競争ではなく差別化の競争となるため、結果的に多彩な

織物がプラートで生産されるようになった。インパナトーレは、デザイン能力を獲得して

独自の製品を市場に投入し、プラート市の生産システムを転換させていったのである。こ

れがイタリア･ファッションを世界に向けて進出させる重要な役割を担うことになった。 

 岐阜地域が、コスト競争力の強化を指向して、製品の多様性を犠牲にする親機中心の大

企業体制になっていったのとは反対に、プラート市はファッション性と多様性を指向し、

大企業体制から小企業の分業体制に移行していった。プラート市は、フレキシブル・スペ

シャリゼーションと呼ばれる、専門的で弾力的な生産システムを持った産業集積へと進化

していったのである。 

 価格競争は最も手っ取り早い戦略であるが、最も簡単に競争力が失われる。価格競争は

企業の体力を消耗させて、将来に向けた経営資源の蓄積を不可能にする。そこには価格競

争と経営資源の欠如との悪循環が生じるが、岐阜地域はこのような状況に陥りかけている。

岐阜地域はかつては、生産設備や技術、人材など世界的にトップレベルの生産インフラを

保有しているにもかかわらず、製品の国際競争力は必ずしも強くなかった。それは付加価

値を創出する、クリエーション、情報発信、人材育成などのソフトに関する質を高めるた

めの仕組みの整備がプラート市に比べて遅れていることが影響している。 

 しかし、プラート市も順調に発展を続けてきたわけではなく、1980年代に入ったころか

ら停滞の兆候が見え始めてきた。発展途上国の追い上げという事態を打開するための、フ

レキシブル･スペシャリゼーション体制が、過度の製品多角化と小ロット化で品質管理や生

産性の面での問題点を露呈することになったのである。  
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 家族経営へのこだわりと経営革新の遅れ、ラプレゼンタンテ（Rappresentanteエージェ

ント）など他人任せのマーケティング、品質管理の不徹底といった点がプラート市の問題

点として指摘されている。しかし他方で、厚みのある分業体制、関連産業の集積、経営者

の旺盛な企業家精神、国際市場での大きなシェア、開発・革新の体制、文化の共有、豊か

な産地インフラの蓄積といった環境は今日でも健在である。 

 岐阜地域産地の衰退とプラート市の健闘との間にある違いは、市場環境への適応力の差

であるといえるだろうが、これはデザイン力なのか、企業経営の問題か、産地の構造か、

取引慣行なのか、いずれに起因するかを説明するのは困難である。 

 一般に国際比較には充分な配慮が必要である。外国にある制度をそのまま日本に移植し

ても機能しないことが多い。労働市場、教育制度、人的資本、金融制度、取引慣行、流通

システム、人的ネットワーク、税制をはじめとする諸制度ばかりでなく、人間の考え方や

行動様式など前提となる環境がまったく異なっているからである。 

 これまで各産地とも、経営資源を何らかの形で継承しながら新しい事業展開を模索して

きた。岐阜地域もプラート市も 70 年代から 90 年代にかけて方向転換の局面に立たされ、

それぞれの方向を選択してきた。プラート市は活性化を取り戻し、岐阜地域は衰退に向か

うという結果になった。しかしそのプラート市も、いま再び転機を迎えている。 

 産業や市場の転換には、必要な経営資源を如何に集積するかが重要となる。現在の産業

活動には、天然資源の賦存量とは関係なく、技術、ノウハウ、情報といったソフトの経営

資源の集積と活用が重要である。これからの繊維産地の発展と転換を支える基盤は人材で

ある。リスクを積極的に担う企業家精神に溢れた経営者と創造力と優れた技術を持った人

材のストックこそが、この産業のインフラとなる。 

 イタリアには中小企業政策はほとんどないといってもよい。プラート市では産地企業の

内発的なリーダーシップの発揮とコミュニティの協力体制の下に、変革と進化を実現して

きた。岐阜地域がプラート市に学ぶとすれば、この内発的な構造改革の実現であろう。 

（参考：財団法人ファッション産業人材育成機構） 
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３－２－２ 岐阜地域におけるブランド化 

 

下図は、経済産業省による地域ブランドの概念図である。これによれば、「地域ブランド

化とは、（Ⅰ）地域発の商品・サービスのブランド化と、（Ⅱ）地域イメージのブランド化

を結び付け、好循環を生み出し、地域外の資金・人材を呼び込むという持続的な地域経済

の活性化を図ること」とある。 

 

地域ブランドの定義は、以下のようである。 

・ 地域ブランドとは、「地域に対する消費者からの評価」であり、地域が有する無形資産の

ひとつ 

・ 地域ブランドには、地域そのもののブランド（RB）と、地域の特徴を生かした商品のブ

ランド（PB）とから構成される 

・ 地域ブランド戦略とは、これら２つのブランドを同時に高めることにより、地域活性化

を実現する活動のこと 

地域ブランドの概念図 （経済産業省） 

（Ⅰ）地域発の商品・　　
サービスのブランド化

（Ⅱ）地域イメージの
ブランド化

付加価値

地域イメージ
を強化

新たな商品
サービス

・・・・・・

商品
サービス

地域イメージ

新たな商品
サービス

連続的に展開

（Ⅰ）地域発の商品・　　
サービスのブランド化

（Ⅱ）地域イメージの
ブランド化

付加価値

地域イメージ
を強化

新たな商品
サービス

・・・・・・

商品
サービス

地域イメージ

新たな商品
サービス

連続的に展開

 
 

 つまり、地域ブランドとは、地域の特長を生かした“商品ブランド”（PB = Products 

Brand）と、その地域イメージを構成する地域そのもののブランド(RB = Regional Brand)

とがある。これらのどちらか一方でも地域ブランドとはならないし、両方が存在してもそ

れぞれがバラバラであったのでは「地域ブランド」とは呼べない。地域の魅力と、地域の

商品とが互いに好影響をもたらしながら、よいイメージ、評判を形成している場合を「地

域ブランド」と呼ぶことができる。 
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 地域ブランドが重要視されるのは、以下の３つの視点から大別される。 

  

A. 消費者からの信頼がなければ、市場には残れない（消費者の視点） 

B. 付加価値を高めなければ、勝ち残れない （商品の視点） 

C. 地域を活性化するために、地域の魅力を高める（地域や住民の視点）  
 １番目の理由(A)は、消費者からの視点で地域や商品の評価を高めるというもの。地域や

地域産の商品がブランドになるには、品質や評判を高めて、消費者からの信頼を高めるこ

とが重要である。 

 ２番目の理由(B)は、商品の視点。競争が激化している市場で生き残るには他の商品には

ない付加価値を高めるしかない。その切り札が「地域ブランド」なのだ。 

 そして３番目の理由(C)は、地域や住民の視点。地域ブランドによって地域経済が活性化

し、住民の地域愛着が高まることが期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考：地域ブランドマニュアル（平成 17年 6月）中小企業基盤整備機構 
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地域の魅力を商品の
付加価値として活用し、
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地域ブランド
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性化などにつなげる

消費者からの信頼
や評価を高めて、競
争に勝ち残る

地域ブランドに必
要な３つの視点
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そこで、今回調査における岐阜地域ブランドについてみると、岐阜地域は、地域の魅力

を商品の付加価値として活用し、競争を優位にするという戦略は、基本的には難しいと考

えられる。なぜなら岐阜という地域イメージが他地域と比較して優位にあるとは言い難い

からである。逆にマイナスイメージさえ持つ場合もある。そのような中で、岐阜という地

域イメージにこだわる必要は全くない。 

すなわち、岐阜地域におけるブランド化の方向性は、消費者からの信頼や評価を高めて

競争に勝ち残るしか方法はないのである。ここで言う消費者の視点に立った戦略を考えな

ければならない。 

一方、岐阜のアパレルは、かつては大いなる隆盛を誇っていたが、現在のような価値観

（多様性・個性化・本物など）には対応できていないのが現実である。岐阜のアパレル自

体のイメージが、どちらかといえばマイナスイメージに近いものである。そのため岐阜の

アパレルを前面に打ち出したブランド化は困難であろう。 

 

では、岐阜のアパレル産業から、新しいブランドを立ち上げようとするにはどのように

すればよいのであろうか。 

新しいブランドを立ち上げるには、全く新しい商品開発を行い、そこにブランドをかぶ

せることである。そのためには従来型の生産システムとは異なった、新しい生産・販売シ

ステムを構築することが必要である。それがインパナトーレである。 

明確なオリジナリティのあるコンセプトのもと、新しい素材や、新しい製造方法、新し

い流通チャネルを構築しなければ、新しいブランドを立ち上げることはできない。インパ

ナトーレは、中小の企業が協力することで、自らが考え、製造し、販売するための仕組み

なのである。 

岐阜地域におけるブランド化は、今現状岐阜にあるものとは全く異なった仕組みでしか

なしえないと言える。そのためにこそインパナトーレが求められるのである。 
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第４章 岐阜地域におけるインパナトーレの検討 

 

４－１ インパナトーレの可能性 

 

 岐阜地域の繊維産業は、下請け形態のアパレル産業がもっとも特徴的である。その特性

を活かし、地域産業の活性化を図るためには、企画・デザイン部門の強化が必要である。  

 イタリアでは、地域内のネットワークを束ね、企画・販売面で重要な役割を果たすのは、

インパナトーレと呼ばれるオーガナイザー企業である。オーガナイザーは、多くは自ら生

産設備を持たないが、ファッションと流行のクリエーターとして市場の動向をつかみ、新

製品の企画やデザインを行う一方、地域内の企業・職人の情報に熟知し、彼らに注文を出

し生産をコーディネートするものである。 

  

岐阜型インパナトーレは、プラート市のインパナトーレを参考にしつつも、同じ形態の

ものをそのまま持ち込んでも、様々な条件が異なるためうまくいくとは限らない。 

そこで、岐阜型のインパナトーレを提案する。 

 

４－１－１ 岐阜型インパナトーレ 

 

このインパナトーレの目的は、地域ブランド化による地域産業の活性化である。しかし

ながら、地域ブランドを立ち上げ、そこに商品を加えていくという考え方はとらない。な

ぜならば、消費者が購入するのは地域ブランドではなく、商品ブランドであるからである。

商品ブランドを先に確立することは、このインパナトーレのひとつの視点である顧客志向

を実践するためである。そこで岐阜型インパナトーレは、地域で（地域の企業が共同で）

商品開発を行い、その商品をブランド化する。この商品ブランドを将来的には地域ブラン

ドにまで高めていくという考え方である。 

 

岐阜型インパナトーレの対象は大企業以外とする。これは前述したように、大企業は自

社ブランドを確立しているため、新ブランドの立ち上げには消極的であることによる。し

たがって、真にやる気のある若手経営者を中心にインパナトーレを立ち上げるものとする。 

メンバーは勉強会や講演会に参加してきた、アパレル企業の経営者及び社員（会社のバ
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ックアップが前提）、デザイナー、マーケッター、営業マン、企画マンなどとする。岐阜地

域のアパレル企業は、自社内に製造工程を持つ場合が多く、それぞれの得意な分野の商品

化が比較的容易であると考えられるからである。 

勉強会やヒヤリングを通じて、新しい商品開発によりブランドを立ち上げ、実際にビジ

ネスとして成立しうるものとする。具体的には、事業コンセプト、商品企画をインパナト

ーレ参加メンバーで立案・提案し、素材調達、試作までを行い、その試作品を展示会やフ

ァッションショーなどで提示し、バイヤーや一般消費者の反応を見る。その結果が良好で

あれば、実際に商品化へと進むことになる。 

発足当初はデザイナーがメンバーにいなければ外注とする。 

将来的には、ビジネスとして成立させるために出資が必要となることが前提であり、リ

スクを負わないビジネスは成立し得ない。 

 

４－１－２ 岐阜地域におけるインパナトーレの成立可能性 

 

 岐阜地域におけるインパナトーレの成立可能性は、以下の点から見て可能性はあると考

えられる。 

 

  ●生産手段を持つ企業（ＯＥＭを含む）が集積している 

実際に商品をつくって、ビジネスとして成立させるために、参加メンバーの中に生

産手段を持つ企業があることが必要である。当初からいきなりイタリアのインパナ

トーレのような形態をとること（工場を持たないメーカー）は難しいと考えられる。 

  ●卸売り機能がある 

参加メンバーの中には小売りを行っている企業がある。また岐阜地域には、一次の

勢いはないうえ、商品的に問題はあるものの卸売り機能がある。この産地卸の機能

は、他地域の販売店の情報収集などに大いに役立つと考えられる。 

  ●意欲的な若手経営者がいる 

何より重要な点は、新しい取り組みを行おうとする意欲的な若手経営者がいること

である。実際にこのインパナトーレを動かしていくのは人であり、意欲を持った人

材があるということが絶対条件である。 

  ●原材料メーカーと協力関係を結ぶ可能性がある 
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勉強会を通じて、講師にお招きした大正紡績の近藤氏に協力していただくことによ

り、素材の調達の可能性がある。同氏は我が国でも有数の素材開発者であり、非常

に優れた素材提供者になりうる可能性がある。また、アドバイザーとしても適任で

ある。 
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＜参考となる事例＞ 

インパナトーレの育成（福井県） 

●目的 

将来の地域産業の担い手となる学生に福井の産業資源を素材とした製品・製造チェーンの

構築を体験してもらうことを通して新しい産業人材を育成します。また企業では参加者へ

の情報提供を通してこれからの福井産業に必要な新たな認識・意識の生まれることが期待

されます。 

●概要 

学生を対象として、福井企業の製品・技術・サービス等を活用し、創意工夫に富んだ、ビ

ジネスアイディアのコンペを開催します。応募学生にはやりがい・生きがい・地域貢献の

重要性を認識してもらい、企業には新たなビジネスチャンスの可能性や地域における企業

の社会的責任や将来像についての認識を深めていただきます。この結果、企業、人材、教

育の交流が促進され、福井の産業風土の改革が期待できます。 

●福井型インパナトーレ 

インパナトーレとはイタリアの織物産地で活躍するコーディネーター。地域産業界のビジ

ネス資源を熟知し、またマーケットのニーズをつかみとる力に優れ、双方の動きを追いな

がら、いま、あるいは次のシーズンに必要とされる製品やサービスを予測し、地域産業と

一体になってそれを生み出して行きます。 

福井の産業の中からもイタリアのインパナトーレのような優れたコーディネーション能力

／ビジネス創造能力を身につけた人材を数多く輩出させていこうというのが基本方針です。 
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４－２ インパナトーレの機能 

 

 インパナトーレは、以下の機能を段階的に取得し、事業化を進める。 

  １．情報収集機能（マーケット情報、トレンド情報など） 

  ２．商品企画機能（事業コンセプト・商品コンセプトの立案、マーケット情報の整理    

など） 

  ３．デザイン機能（デザイナー 委託・外注・養成）  

  ４．調達機能（素材調達など） 

  ５．商品管理機能（生産、在庫、輸送、ＳＣＭ） 

  ６．販売機能（新しい販売チャネルの確保） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．情報収集機能 

２．商品企画機能 

３．デザイン機能 

４．調達機能 

５．商品管理機能 

６．販売機能 

 
 

岐
阜
型
イ
ン
パ
ナ
ト
ー
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４－３ インパナトーレのイメージ 

 

４－３－１ インパナトーレの使命・目標  

 

 本事業において想定するインパナトーレは、岐阜地域の意欲ある若手経営者を核として、

商品企画、原材料（素材）調達、デザイン企画（外注になるかもしれない）を行い、自社

あるいは、岐阜地域のメーカーにより商品を製作する企業体である。 

将来的には、参加企業がそれぞれ出資し、一つの企業体として、ビジネスとして成立す

ることを目標としている。この企業体が関わった商品（事業）に対してブランドを付け、

これを岐阜ブランド（ブランド名は未定）として販売することにより、岐阜地域の複数の

企業が自主的に岐阜で創ったブランドとして市場に提供していく。 

 

■インパナトーレの使命（案） 

 

 

 

 

■インパナトーレの目的（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・環境に対する意識の高い富裕層に、天然素材にこだわったカジュアルな定番商品を

提供する。 

 

・ターゲット市場の中で、オリジナリティ豊かな継続的な定番商品を提供する  

・カジュアルな中にもオシャレな感覚を取り入れた飽きのこない商品を提供し続ける  

・定番商品を核とした独自の地位を確立する  

・いつも新たな発見がある新商品を提供する  

・定番商品で収益性を確保すると共に、コアコンピタンスを核に新たな分野にも積極

的にチャレンジしていく 
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４－３－２ 事業イメージ例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■素材にこだわった商品づくり 

ロハス（ＬＯＨＡＳ life style of healthy and sustainability） 

  健康的な生活を維持向上し続けること 

  ロハスとは、地球環境保護と健康な生活を最優先し、人類と地球が共栄共存できる

  持続可能なライフスタイルと、それを望む人たちの総称である。 

 オーガニックな食品と衣類を使いオーガニックな生活をする。 

 オーガニックコットン・オーガニックウール・オーガニックシルク  

 枯れ葉剤を使用して収穫しない手摘みのエコロジーコットン 

 

 ■トレーサビリティの確保 

素材生産者の顔がわかる情報付き素材 

 ex．○○○○国◇◇◇州△△△農場□□□□氏のオーガニック農場でできた素材 

■販売の場からスタートする 

どこで、誰にどうやって売る商品なのか（ターゲティング・商品コンセプトの明確化）  

消費者が価値を認める商品の提供 

ex．ＬＯＨＡＳにこだわった消費者に販売する商品（ロハスクラブ） 

 

■人材の確保 

  ex．ネームバリューのあるデザイナー 

  ex．アドバイザー 

  ex．販売員 
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事業化するために 

当面のインパナトーレのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岐阜型インパナトーレ
＜構成メンバー＞
中小企業の意欲ある若手経営者
デザイナー
マーケッター
営業マン
企画マンなど

自社製造工場 コーディネーター
アドバイザー

勉強会

事業コンセプト
マーケットリサーチ
商品企画
素材調達
試作品製造

展示会・ファッショ
ンショー

商品化

会社設立

資金調達 事業計画
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４－４ 今後の展開方向 

 

平成 17 年度において、勉強会・ワークショップを通じて、「岐阜型インパナトーレ」の

方向性と、中心となるメンバーの選定、およびインパナトーレの事業内容について検討を

行った。 

今後の展開方向としては、実際にビジネスとして立ち上げるために、事業計画を作成す

るとともに、顧客志向の観点からマーケットの状況を把握する必要がある。 

これと並行して、実際にインパナトーレとして新商品開発を行う。商品コンセプトに基

づき試作品の制作を行い、日本から世界へファッションを発信することを最大の目的に行

なわれる、国内最大級のファッショントレードフェア「IFF(インターナショナル･ファッシ

ョン･フェア)等に出展を予定したい。 

 

４－４－１ 事業コンセプトの確立 

 実際に事業化するために、ワークショップ（４～５回）を通じて、この事業の Mission

（使命）、Objectives（目標）、Strategy（戦略）Policy（方針）を定め、具体的なターゲッ

ト、市場におけるポジショニングなどを検討し事業コンセプトを確立する。 

 ワークショップのメンバーは、固定的なものではなく意欲のある参加者については随時

参加を促していく。 

・岐阜におけるインパナトーレ創出の可能性  

・商品化戦略の検討  

 

４－４－２ マーケティングリサーチ 

 従来のような作り手側サイドから見た事業（商品）ではなく、消費者サイドからそのニ

ーズや、可能性を評価するために、マーケティング調査を行う。 

  ・インターネットサーベイ（定量的調査）  

ターゲット層はどのような人たちなのか、また彼らがどのような志向を持っている

かを定量的に把握する。 

  ・グループインタビュー（定性的調査）  

実際に同質だと見なされるグループ（たとえば団塊の世代の女性など ７～８人程

度）に対しグループインタビュー（座談会形式）で、商品のイメージに対する評価、
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ニーズ、要望などを把握する。（２～３グループ） 

 

４－４－３ 事業計画案の作成 

 事業計画案を作成し、生産計画、販売計画など事業方針・採算性を検討する。  

    想定される事業計画案の内容 

      事業名 

      事業目的 

      事業の特徴と概要（新規性、競合性、市場性、成長性） 

      事業スケジュール 

      財務計画 

 

４－４－５ 試作品の作成・イベント（展示・内覧会など）の開催  

岐阜女子大学の学生などに依頼し、事業コンセプトにあった試作品等を作成する。そ

の試作品により展示・内覧会などイベントを開催し、実際の消費者、バイヤーなどの評

価を把握する。 

 

４－５ 岐阜型インパナトーレ設立準備会の立ちあげ 

 

平成 17年度内に、インパナトーレ発足のための準備会として、岐阜ファッション産業連

合会青年部と勉強会を行った。平成 17年度は、勉強会が中心であったが、今後は具体的に

「岐阜型インパナトーレ設立準備会（仮称）」として正式に立ち上げる。 

すでにこのメンバーにより、コーディネーター、アドバイザーとの協議を繰り返してお

り、その成果として「フィルデラテラ」（地球の糸）のブランドコンセプト案を作成してい

る。これは、ＬＯＨＡＳをテーマに、天然繊維を使用した新商品開発のためのコンセプト

案である 

現時点で中心となるメンバーは、３名であるが、意欲ある参加者があれば徐々に増員し

ていくことになる。 

この準備会を中心に、新しいブランドを創出していくことになる。 

 

 



 39

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 40

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 41

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

資 料 編



 
 
 
 
 
 
 
◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇◇ 
 
 
 

繊維産業の地域ブランド化促進のための調査研究事業 

 

 

第１回 勉強会 
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繊維産業の地域ブランド化促進のための調査研究事業 

 

第１回 勉強会のお知らせ 

 

財団法人 地域総合研究所 

 

財団法人地域総合研究所では、財団法人中部産業活性化センターの委託事業

として、岐阜市立女子短期大学の伊藤陽子先生にコーディネーターをしていた

だき、繊維産業の地域ブランド化促進のための調査研究事業を進めております。   

その一環として、今回、大正紡績株式会社 取締役営業部長 近藤 健一氏

をお迎えし、第１回勉強会を開催いたします。岐阜地域の繊維産業活性化に意

欲をお持ちの方々のご参加を期待しております。 

 

記 

 

日時：１０月２８日（金）午後７：００から９：００ 

場所：ＪＲ岐阜駅前「パルルプラザ」５Ｆ木曽の間 

 

大正紡績株式会社 

テキスタイル用紡績糸の受注生産と販売 

最終アパレル企業との商品企画に参画し、最適な素材決定から糸規格決定を行い、その糸素材を

生産し販売  

分野は、大量生産でなく独特のキャラクターを持つゾーンに限られ、婦人内外衣素材、カジュア

ル素材、デニム素材、タオル素材、ベビー・キッズ素材、紳士アダルト素材、エコロジー素材を

生産販売 

 

近藤 健一氏 

大正紡績株式会社 取締役営業部長 

氏のモットーは最終製品のイメージを自分の五感で確かめること、自ら、原料の調達から最終商

品までのトレーサビリティーを重視することであり、数多くの有名ブランドに対し、素材提供を

しておられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 













第１回 勉強会 
「これからのトレンドＬＯＨＡＳ」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会場の様子（講師：大正紡績株式会社 取締役営業部長 近藤健一氏） 
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繊維産業の地域ブランド化促進のための調査研究事業 

 

 

第２回 勉強会 
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繊維産業の地域ブランド化促進のための調査研究事業 

    

第２回 勉強会のお知らせ 

 

財団法人 地域総合研究所 

 

今年もいよいよ押し迫り、さぞお忙しい事と存じますが、皆様にはご健勝のこととお喜

び申し上げます。 

財団法人地域総合研究所では、財団法人中部産業活性化センターの委託事業として、繊

維産業の地域ブランド化促進のための調査研究事業を進めております。   

その一環として、前回、大正紡績株式会社 取締役営業部長 近藤健一氏をお迎えし、

第１回勉強会を開催いたしました。その際には多数のご参加をいただきありがとうござい

ました。 

第２回目の勉強会といたしまして、岐阜市立図書館主催「12 月ファション講座」と合同

で、本事業のコ－ディネーターをお願いしております伊藤陽子先生に講師をお願いし、皆

様方とディスカッションをしながら勉強会を行いたいと思っております。皆様方のご参加

をお待ちしております。 

 

記 

 

日時：12 月 17 日（土）13：30～15：00 

場所：岐阜市立図書館・分館ファッションライブラリー 

（ハートフルスクエアーG） 

講師：伊藤 陽子 先生 

岐阜市立女子短期大学 生活デザイン学科助教授 

         日本綿スフ織物工業連合会顧問 デザイナー 
         財団法人 綿スフ織物検査協会 監事 

 

  テーマ：『地場産業活性化と産・官・学の連携を模索する』 

 

 



第２回 勉強会  
テーマ「地場産業活性化と産・官・学の連携を模索する」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会場の風景（講師：岐阜市立女子短期大学 生活デザイン学科 助教授 伊藤陽子氏） 
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繊維産業の地域ブランド化促進のための調査研究事業 

 

 

第３回 勉強会 
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第３回 勉強会資料 

 

財団法人 地域総合研究所 

 

岐阜型インパナトーレの設立に向けて 

 

岐阜地域の繊維産業は、下請け形態のアパレル産業がもっとも特徴的である。その特性

を活かし、地域産業の活性化を図るためには、企画・デザイン部門の強化が必要である。 

イタリアでは、地域内のネットワークを束ね、企画・販売面で重要な役割を果たすのは、

インパナトーレ(プラート)、あるいはコンバーター(コモ)等と呼ばれるオーガナイザー企

業である。オーガナイザーは、多くは自ら生産設備を持たないが、ファッションと流行の

クリエーターとして市場の動向をつかみ、新製品の企画やデザインを行う一方、地域内の

企業・職人の情報に熟知し、彼らに注文を出し生産をコーディネートするものである。 

そこでイタリアにおいて、地域のイノベーションを担っているインパナトーレを参考にし、

「岐阜型インパナトーレ」の設立を目指すこととしたい。 

 

インパナトーレのイメージ 

本事業において想定するインパナトーレは、岐阜地域の意欲ある若手経営者を核として、

商品企画、原材料（素材）調達、デザイン企画（外注になるかもしれない）を行い、自社

あるいは、岐阜地域のメーカーにより商品を製作する企業体である。 

将来的には、参加企業がそれぞれ出資し、一つの企業体として、ビジネスとして成立す

ることを目標としている。この企業体が関わった商品（事業）に対してブランドを付け、

これを岐阜ブランド（ブランド名は未定）として販売することにより、岐阜地域の複数の

企業が自主的に岐阜で創ったブランドとして市場に提供していく。 

 

インパナトーレの機能 

 インパナトーレは、以下の機能を段階的に取得し、事業化を進める。 

１．報収集機能（マーケット情報、トレンド情報など） 

２．商品企画機能（事業コンセプト・商品コンセプトの立案、マーケット情報の整



理など） 

３．デザイン機能 

４．調達機能（素材調達など） 

５．商品管理機能 

６．販売機能 

 

■インパナトーレの使命（案） 

・環境に対する意識の高い富裕層に、天然素材にこだわったカジュアルな定番商品を

提供する。 

■インパナトーレの目的（案） 

・ ターゲット市場の中で、オリジナリティ豊かな継続的な定番商品を提供する 

・ カジュアルな中にもオシャレな感覚を取り入れた飽きのこない商品を提供し続け

る 

・ 定番商品を核とした独自の地位を確立する 

・ いつも新たな発見がある新商品を提供する 

・定番商品で収益性を確保すると共に、コアコンピタンスを核に新たな分野にも積極

的にチャレンジしていく 
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繊維産業の地域ブランド化促進のための調査研究事業 

    

ウエアラブルファッションセミナーのご案内 

 

財団法人 地域総合研究所 

 

拝啓 初春の候、皆様におかれましてはますますのご活躍のこととお慶び申し上げます。 

財団法人地域総合研究所では、財団法人中部産業活性化センターの委託事業として、繊

維産業の地域ブランド化促進のための調査研究事業を進めております。   

その一環として、これまでに大正紡績株式会社 取締役営業部長 近藤健一氏、岐阜市

立女子短期大学 生活デザイン学科助教授 伊藤陽子氏を講師にお迎えして勉強会を開催

いたしました。その際には多数のご参加をいただきありがとうございました。 

第３回目として、曽根美知江氏に講師をお願いし、ウエアラブルファッションセミナー

を開催いたします。ウエアラブルファッションは、ＩＴ産業とファッション産業を融合さ

せた新時代のファッションビジネスとして注目を集めています。 

岐阜地域の繊維産業活性化に意欲をお持ちの皆様のご参加を心より期待しております。 

 

記 

 

日時：平成 18 年 1 月 23 日（月）18：30～20：30 

会場：ぱるるプラザ岐阜 ５階 揖斐の間 

講師：曽根 美知江 氏  

Ｃubu－f 代表 

         有限会社メディアファッション 代表取締役 
 

  テーマ：『ウェアラブルファッション・産業化への提案』 

 

（曽根先生の経歴については裏面をご覧ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



経歴書  

 

 

曽根美知江 

                    Cube-f 代表 

                            （有）メディア・ファッション 代表取締役 

                             東京都港区南青山５－２－１６－２０２ 

                           TEL/FAX  ０３－３４８６－５２５０ 

 

経歴 

 

１９５９     文化服装学院デザイン科を卒業、同年、教員として奉職 

１９６５     Chanbre Syndicale de la Couteure Parisienne に留学 

１９７０     文化服装学院教員と平行して、ファッションビジネスに関するコンサル

ティング事務所を開設 

１９７８～９７ 文化服装学院で「ファッションマーチャンダイジング＆デザイン」を専門

として教鞭をとりながら、繊維構造改善事業委員、専門教育高度化事

業委員、領域型展示システム委員、ファッションビジネス学会理事など

に就任 

１９９８     文化ファッションビジネススクール（ＢＦＢ）責任者に就任 

２００１     ＢＦＢを退職、同年、Cube-f 及び（有）メディア・ファッションを設立 

 

 

＊ Cube-f 

ＩＴとファッションが融合する近未来型のライフスタイルグッズについて、

研究、試作、ビジネス開発などを行う任意のグループ。 

 

＊ （有）メディア・ファッション 

ファッションビジネスに関する、ブランディング、マーチャンダイジング、

デザイン、モデリングなどの業務及びコンサルティングを行う。 

 

 





ウエラブルファッションセミナー 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○胸元に有機ＥＬでディスプレイ        ○背中部分にコンピューターを内蔵 

（マウンテッド） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○胸元に有機ＥＬでディスプレイ        ○バックの中にコンピュータ内蔵 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○スカート部分にＬＥＤ取り付け 
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